
















　（3）連結禁止・連結放棄（以上第 35 巻第 4号）
　（4）連結範囲に関する事例





　　　（以上第 36 巻第 3 号 , 第 37 巻第 2 号 , 第 3
号 ,第 4号）
　（9）個別計算書類の選択的再処理
 （第 38 巻第 1号 ,第 39 巻第 2号 , 第 3号）
　（10）外貨換算会計
 （第 39 巻第 4号 ,第 40 巻第 1号）
　（11）リース会計 （第 40 巻第 4号）
　（12）連結計算書類の作成基準
　　　（第 43 巻第 1 号 , 第 44 巻第 3 号 , 第 45 巻
第 1号 ,第 2号 ,第 4号 ,第 46巻第 2号 ,
第 47 巻第 1号）
４．連結の会計方針と国際的基準への対応
 （第 49 巻第 1号）
５．税務会計の影響 （第 50 巻第 3号）
６．プラン・コンタブル・ジェネラルと税務会計







 （第 54 巻第 1号）

















フランスにおいて、1957 年から 2010 年まで
の 50 年を超える期間にわたり、プラン・コン
タブル・ジェネラル（Plan Comptable Général 
;PCG）を主たる手段とする会計標準化に、その
推進組織として中心的な役割を果たしてきたの












計審議会に係る 1957 年 2 月 7 日デクレ第 57-
129 号により設置された。CNC は、1947 年に設
置 さ れ て い た 高 等 会 計 審 議 会（Conseil 
supérieur de la Comptabilité）を発展的に解
消したもので、高等会計審議会の前身は、1946
年に創設された会計標準化委員会（Commission 
de normalisation des comptabilités）である。










は、1957 年 PCG、1982 年 PCG お よ び 1999 年
PCG の 3 つのプラン・コンタブル・ジェネラル
（PCG）と、1968 年連結報告書・勧告書、1986






































期　　間 会計基準設定機関 創設に係る法令 PCG 連結会計基準
1946-1947 会計標準化委員会 1946 年 4 月 4 日デクレ（46-619） 1947 年 PCG なし
1947-1957 高等会計審議会 1947 年 1 月 16 日デクレ（47-188） 1947 年 PCG 適用




1957 年 2 月 7 日デクレ（57-129） 1957 年 PCG 適用
1982 年 PCG 作成・適用






2009 年 1 月 22 日オルドナンス（2009-
79）、2010 年 1月 15日デクレ（2010-56）
1999 年 PCG 適用




















1957 年 2 月 7 日デクレ第 57-129 号、これを一
部改正する 1964 年 3 月 20 日デクレ第 64-266
号および 1993 年 2 月 1 日デクレ第 93-167 号、
これを廃止して新たに国家会計審議会に関する
規定を定める 1996 年 8 月 26 日デクレ第 96-
749 号、さらにこれを廃止して新たに国家会計
審議会に関する規定を定める 2007 年 4 月 27 日
デクレ第 2007-629 号の 5本である。
このうち、重要なデクレは、1957 年 2 月 7
日デクレ、1996 年 8 月 26 日デクレおよび 2007
年 4 月 27 日デクレである。後のデクレが前の
デクレを全面廃止する形で新たな法令を定めて
いるからである。これから、CNC の組織は、歴
史的に 1957 年 2 月 7 日デクレに基づくシステ
ム、1996 年 8 月 26 日デクレに基づくシステム、
2007 年 4 月 27 日デクレに基づくシステムの 3
つのシステムが存在したことがわかる。
最も長く用いられたシステムは 1957 年シス
テムである。1957 年から 1996 年までの 40 年
間にわたる。1957 年システムにおける組織上
の特徴が CNC の伝統的な特徴であると言える。
なお、1957 年システムは 1996 年に廃止される
までに、2 度の一部改正を経ている。最初の一
部改正は CNC の創設後間もない 1964 年である。
2回目の一部改正は 1993 年である。
ｂ．1957 年 CNC システムの 3つの特徴





















国家会計審議会に関する 1957 年 2 月 7 日デクレ第 57-129 号（CNC 創設）
1957年システム・1964 年 3 月 20 日デクレ第 64-266 号（1957 年 2 月 7 日デクレ一部改正）
・1993 年 2 月 1 日デクレ第 93-167 号（1957 年 2 月 7 日デクレ一部改正）
国家会計審議会に関する 1996 年 8 月 26 日デクレ第 96-749 号（1957 年 2 月 7 日デクレ廃止） 1996年システム
国家会計審議会に関する2007年 4月 27日デクレ第2007-629号（1996年 8月 26日デクレ廃止）2007年システム






































おり、CNC に関する法令の 2 回目の一部改正と
2度の全面改正は、すべて1990年代以降である。














































































































　（1957 年デクレ第 2条、1993 年改正 2条、1996 年デクレ第 2条および 2007 年デクレ第 2条に基づき筆者作成。
なお、下線筆者）
経営志林　第54巻3号　2017年10月　　5
1993 年の改正デクレは執行を 2 年後として
いたが、1995 年に誕生した右派のシラク大統
領・ジュペ首相による政権はこれを未執行のま



















































1993 年一部改組 ミッテラン ベレゴボワ 左　派 左派の政策への不満に応える経済運営の導入
































国家会計審議会に係る 1957 年 2 月 7 日デク
レ（1964 年 3 月 20 日デクレ第 64-266 号によ
り一部改正）第 4 条によれば、CNC の組織（人
的構成）は第 6図表のとおりまとめられる（2）。
これによれば、国家会計審議会（CNC）は、
会長 1名、会長補佐・副会長 1名、副会長 4名、
事務局長 1 名および一般委員 59 名＋α、全体









許会計士協会（Ordre des Experts comptables 
et des comptables agréés;OECCA）高等審議会





















































1957 年デクレ第 2 条第 2 項 b の規定に係る各
委員会または各部門の代表者（＋α）、会計実
務専門家（27 名）および法学・経済学・財政























de comptabilité de France;SCF）（7）会長また
はその代表者、全国会計職業連盟（Union 







なお、会計人協会のポストは、1957 年 2 月
7 日デクレの改正に係る 1964 年 3 月 20 日デク
レ第 64-266 号により、追加されたものである。
・1957 年デクレ第 2 条第 2 項 b の規定に係
る各委員会または各部門の代表者

































































































































































工業省 1 企業会計（工業部門の業種別 PC）・公会計
商業省 1 企業会計（商業部門の業種別 PC）・公会計































れにより、27 名の会計専門家と 10 名の法学・
経済学・財政学等の隣接諸科学の専門家が委員
に選任される。




















































ると、4 団体に 8 委員となり、会計士協会の委
員数と同一になる。
しかも、6 名の共同推薦枠と代表制に基づく
























（Confédération Générale du Travail;CGT）、
労働者の力（Force Ouvrière;FO）、フランス
キリスト教労働者総同盟（Confédération 
Française des travailleurs chrétiens;CFTC）
お よ び 幹 部 職 員 総 同 盟（Confédération 
Générale des cadres;CGC）（後の CFE-CGC）の
4 大労組であり（12）、事実上、これら 4 労組に
推薦枠が割り当てられた。
労働組合の 4名の推薦枠は、バランスに配慮





























































































第 10図表　1964 年改正時の国家会計審議会の人的構成 - 公的部門と民間部門 -
構　　成 公的部門 民間部門 全　体
会　長 1 - 1
会長補佐・副会長 1 - 1
副会長 1 3 4
事務局長 1 - 1
一般委員
（59 名）
代表制（22 名） 15 7 22
専門家
（37 名）
会　計 5 22 27
隣接諸科学 10 - 10
合　　計 34 32 66
　　専門家は推薦母体が公的部門かあるいは民間部門かで判断した。なお、1957 年デクレ第 2条
　第 2項 bの規定に係る委員会または部門の代表者（＋α）は考慮していない。















































































































1957 年 2 月 7 日デクレ第 4 条）の他に、退任
委員の後任人事（同デクレ第 5 条）、外部協力
者の人選と連絡員の設置の権限（同デクレ第 6




















































































































関係領域が拡大すると、1957 年 CNC システム
は委員の増加をもたらす。1957 年 2 月 7 日デ









会長 1名、会長補佐・副会長 1名、副会長 4名、
事務局長1名、代表制委員48名（41組織・機関）、
および 3 年任期の推薦制委員 48 名（会計専門
家 38 名と隣接諸科学の専門家 10 名）、合計




















1964 年改正時に比べて 13 名増加しているが、
どのような組織・機関が入っているかを見てみ


































第 12図表　国家会計審議会の人的構成の変化（1964 年改正 /1992 年末比較）
構　成
1964 年改正 1992 年末 1964 年 /1992 年
全体数増減（%）公的部門 民間部門 全　体 公的部門 民間部門 全　体
会　長 1 - 1 1 - 1 ± 0
会長補佐・副会長 1 0 1 1 0 1 ± 0
副会長 1 3 4 1 3 4 ± 0
事務局長 1 - 1 1 - 1 ± 0
公的部門の代表者 15 - 15 28 - 28 ＋ 13（＋ 87%）
民間部門の代表者 - 7 7 - 20 20 ＋ 13（＋ 186%）
会計専門家注 1） 5 22 27 5 33 38 ＋ 11（＋ 41%）
隣接諸科学専門家注1） 10 0 10 10 0 10 ± 0
合　計 34 32 66 47 56 103 ＋ 37（＋ 56%）
注 1）推薦母体が公的部門かあるいは民間部門かで判断した。








第 14 図表は、1992 年末の民間部門における
代表制委員の増加 13 名の内訳を示している。
これによれば、新規に 14 組織・機関（委員数

















て 全 国 法 定 会 計 監 査 人 協 会（Compagnie 
N a t i o n a l e  d e s  C o m m i s s a i r e s  a u x 
Comptes;CNCC）に代表制委員のポストが付与さ
れているが、CNCC は 1966 年商事会社法に基づ
く法定会計監査を行う監査人の団体として、
1969 年 8 月 12 日デクレにより創設されもので
ある。
法定会計監査人協会は、企業の法定監査とい


















フランス銀行貸借対照表センター * 1 経済分析
預金供託金庫貸借対照表センター * 1 経済分析
クレディ・ナショナル貸借対照表センター * 1 経済分析
所得・原価研究センター（CERC）* 1 経済分析






















センター連盟（Fedération des centres de 
gestion agréés;FCGA）が注目される。同連盟は、
































中小企業総連盟 * 1 中小企業の会計
フランス技術教育普及協会 1 会計職業教育
フランス経営学院 1 会計研究・教育






フランス財務アナリスト協会 * 1 証券市場・財務
























2）1957 年 CNC システムの特徴の堅持
ａ．協議方式の堅持
第 12 図表に示すとおり、1992 年末の国家会
計審議会（CNC）の組織が協議方式を堅持して
いることは明らかである。

































第 15図表　代表制委員に係る関係領域の変化　（1964 年改正時 /1992 年末比較）
関係領域 1964 年改正時 1992 年末 増減
企業会計 5 9 ＋ 4
公会計 7 9 ＋ 2
社会会計 3 3 ± 0
農業会計 1 2 ＋ 1
会計監査 2 3 ＋ 1
経済分析 2 6 ＋ 4
会計教育・会計職業教育・養成 5 10 ＋ 5
金融・保険セクター 2 3 ＋ 1
証券市場・財務 0 7 ＋ 7






















































第 16図表　会計実務専門家（38名）の推薦母体と推薦数　　（1964 年改正時 /1992 年末比較）






























家会計審議会は、1957 年 CNC システムの特徴
を堅持しつつその構成メンバー数の大幅削減を
実施することになる。


















である 1968 年 CNC 連結報告書・勧告書が大企
業の連結会計の専門家、しかも CNC 外部の専門
家によって作成されたことを明らかにしたい。
ａ．1968 年 CNC 連結報告書・勧告書と外部
の会計専門家主導
イ）連結研究グループの構成
1968 年 CNC 連結報告書・勧告書の場合、




1967 年 6 月 12 日の CNC 総会による審議・承認


































































































第 17図表　1968 年連結報告書・勧告書に係る連結研究グループの構成	（24 名）	
構　　成 人数 内　　訳
議長 1 CNC 副会長・ペシネー -サン・ゴバン化学の管理・財務担当部長 *














































































として 24 名、協力者として 54 名、合計 78 名
を動員したが、そのうち国家会計審議会（CNC）
















（commission des comptes consolidés）、管理




（commission des petites moyennes entreprises）
の 4つの委員会があった。
イ）連結計算書類委員会の構成
1992 年 12 月 31 時点の連結計算書類委員会
の名簿によれば、第 18 図表に示すとおり、委




は、委員長 1 名（企業経理関係者・CNC 委員）、
会計士・法定会計監査人が 18 名、企業経理関
係者 15 名、政府機関・組織関係者 7 名、民間




会計士・法定会計監査人 18 名はその内の 12




































　　　　　　　　　　　第 18図表　連結計算書類委員会の構成	（53 名）		 （1992 年末）　
構　　成 人数 内　　訳




会計士・法定会計監査人（18 名）（12 名が CNC 委員）　














プが 24 人中 22 人（外部委員率 91.7%）であっ
たのに対して、1992 年連結計算書類委員会は













計監査人は 3分の 2が CNC 委員であるが、企業















野が 3 分の 2、金融商品が約半分、管理会計で

















第 19図表　1968 年連結研究グループと 1992 年連結計算書類委員会の構成比較
委　員　会
1968 年連結研究グループ 1992 年連結計算書類委員会





会計士・法定会計監査人 6（25.0） 100% 18（34.0） 33.3%
企業経理関係者 10（41.7） 90% 16（30.2） 62.5%
政府機関・組織関係者 4（16.7） 100% 7（13.2） 14.3%
民間団体関係者 2（8.3） 100% 5（9.4） 20%
教育関係者 0（0） - 4（7.5） 75%
その他 0（0） - 3（5.7） 66.7%
CNC 事務局 2（8.3） 50% 0（0） -
合　　　計 24（100%） 91.7% 53（100%） 43.4%
　　　・委員長はいずれも企業経理関係者に含まれている。外部委員率は構成項目ごとの人数における外部
委員（非 CNC 委員）の割合を示している。



















































ａ．1993 年の CNC 組織改革の基本方針
1992 年 3 月 10 日、当時の経済・財務・予算
大臣ベレゴボア氏（Pierre Bérégovoy）は、
国家会計審議会の総会において、国家会計













委員率全体割合 外部委員率 全体割合 外部委員率




連結計算書類 34.0% 33.3% 30.2% 62.5% 64.2% 43.4%
管理会計 14.3% 0.0% 21.4% 83.3% 35.7% 42.9%
金融商品 21.1% 66.7% 31.6% 100% 52.7% 70.2%


































審議会に関する 1957 年 2月 7日デクレ（1964 年
3月 20 日デクレにより一部改正ずみ）は、1993








ｂ．1993 年 2 月 1 日デクレに基づく国家会
計審議会（CNC）の組織と協議方式


























　（1957 年 2 月 7 日デクレを改正する 1993 年 2 月 1 日デクレ第 93-167 号に基づき筆者作成）
28　　フランス連結会計基準の国際的調和（25・完）-国家会計審議会（CNC）の組織構成上の特徴 -
ボア大臣の示した方針にそって大幅に削減され、







なお、1993 年 2 月 1 日デクレは、既述のと
おり（第 3 図表参照）、1957 年 2 月 7 日デクレ















1957 年 CNC システムの「政府 / 経済・財務
省による強い関与」と「官僚主導」の特徴は変
わらない。むしろ、強まったと見ることもでき































第 22図表　1957 年国家会計審議会（CNC）システムの一部改正と経済・財務大臣 /CNC会長の権限・関与
























（1957 年 2 月 7 日デクレ、1964 年 3 月 20 日デクレおよび 1993 年 210 日デクレ第 93-167 号に基づき筆者作成）
経営志林　第54巻3号　2017年10月　　29
以上のとおり、1993 年における国家会計審


















は、1996 年 8 月 26 日デクレに基づき、1957 年
CNC システムを廃止し、あらたに 1996 年 CNC
システムを設置するものである。































ｂ．1996 年 CNC システムの組織構成
1996 年の CNC 組織改革は、フランスにおけ
る会計規制改革という大きな枠組みの中に位置
づけられる。すなわち、CNC の組織改革と 1998









まず、1996 年 CNC システムについて、その
組織構成を見てみよう。第 23 図表は 1996 年 8
月 26 日デクレに基づく CNC の組織構成である。
これによれば、CNC は会長 1 名、副会長 6 名お
よび一般委員 51 名、全体で 58 名から構成され、
委員数を大幅に削減したことが明らかとなる。
委員数は1992年末の103名から45名削減（約
44% 減）され、この 58 名という数は 1964 年の
66 名を下回り、1957 年の創設時の 58 名と同数
になった。












































1992 年末の CNC の組織と比較すると、民間
































　（国家会計審議会に関する 1996 年 8 月 26 日デクレおよび国家会計審議会のメンバーを推薦する資格のある組





















































金融セクター（金融機関等） 4 金融機関、フランス投資企業協会 金　融
保険法規制企業 2 フランス保険会社連盟、相互保険団体 保　険
社会保障法規制共済機関 1 共済機関技術センター 社会保障法規制共済
相互扶助法規制企業 1 全国相互扶助連盟 相互扶助
社会経済セクター（NPO 等） 1 相互扶助・共同・協会活動リエゾン全国委員会 公益・非営利会計
財務アナリスト 1 財務アナリスト協会 証券市場・財務




















財務省関連の委員は 5 名に上り、1992 年末か
ら半減したとはいえ、依然として公的部門の半
数近くを占めている。





両者の委員数 10 名（5 名＋ 5 名）を会計の専
門家に含めれば、実質的には 22 名（すべて民
間部門）となる。
1996 年 CNC システムでは、民間部門が公的
部門の 3.8 倍以上を占めている（1992 年末で





17 減（-61%）、民間部門 7 減（-35%）、会計専










CNC システムと 1996 年 CNC システムを比較し















第 26図表　国家会計審議会（CNC）の構成 - 公的部門中心から民間部門中心へ -
構　成
1992 年末 1996 年改正 1992 年 /1996 年
全体数増減公的部門 民間部門 全　体 公的部門 民間部門 全　体
会　長 1 - 1 - 1 1 ± 0
会長補佐・副会長 1 0 1 0 0 0 -1
副会長 1 3 4 1 5 6 ＋ 2
事務局長 1 - 1 0 0 0 -1
公的部門の代表者 28 - 28 11 0 11 -17
民間部門の代表者 - 20 20 - 23（13） 23（13） ＋ 3（-7）
会計専門家 5 33 38 0 12（22） 12（22） -26（-16）
学識経験者 10 0 10 0 5 5 -5













































1996 年 CNC システムでは、緊急対応の組織
第 27図表　1996 年国家会計審議会（CNC）システムと経済・財務大臣・CNC会長の権限の変化




































　注 1）1996 年 CNC システムでは経済担当大臣の権限。
　注 2）事務局長は委員に含まれない。
　注 3）専門会計士と法定会計監査人を除く。（1964 年・1993 年一部改正の 1957 年 2 月 7 日デクレおよび
1996 年 8 月 26 日デクレに基づき筆者作成）
34　　フランス連結会計基準の国際的調和（25・完）-国家会計審議会（CNC）の組織構成上の特徴 -
として、緊急委員会（comité d’urgence）が設

















イ）1998 年 4 月 6 日法律









不動産公示制度の適応に関する 1998 年 4 月 6
日法律第 98-261 号」に基づくものである。











する 1959 年 12 月 28 日法律第 59-1472 号」









































1998 年 4 月 6 日法律第 2 条が定める CRC の組
織である。
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これによれば、構成員 15 名のうち、CNC メ
ンバーが 8 名、政府行政・司法機関関係者（16）


































2007 年 4 月 27 日デクレ第 2007-629 号は、
1996 年 CNC システムを廃止し、新たに 2007 年
CNC システムを設置した。この 2007 年におけ
る組織改革は、2007 年－ 2010 年におけるフラ
ンスの会計規制改革の第 1段階をなすものであ










務・産業大臣 T.Breton 氏が 4 月 6 日付談話の
中で明確にしている（CNC,2007,p.3）。それに












構　成 人数 構成メンバー 選出方法
委員長 1 経済担当大臣または代表者 指　定




































































上記改革案に基づいて、同年 4 月 27 日に
デクレが採択されている。第 29 図表に示す
とおり、2007 年 4 月 27 日デクレに基づく
2007 年 CNC システムでは、国家会計審議会の
組織はコレージュ（collège）、専門委員会
（commissions spécialisées）、 諮 問 委 員 会
（comité consultatif）および事務局（direction 
générale）の 4つにより構成される（同デクレ
第 3 条）。なお、2007 年 CNC システムは新組織
ANC のシステムであると言って良い。
イ）コレージュ









































計基準委員会」の 2 つが定められている（第 3
条Ⅵ・Ⅶ）。このことは、国際会計基準と私会




















































































CNC システム 経済・財務大臣の権限注1） CNC 会長の権限注2）



























































　注 1）1996 年 CNC システムおよび 2007 年 CNC システムでは経済担当大臣の権限。
　注 2）2007 年 CNC システムではコレージュの会長。（1964 年・1993 年一部改正の 1957 年 2 月 7 日デクレ、




































































































付政府委員（commissaire du Gouvernement auprè 
du Conseil supérieur de l’Ordre des experts-





（6）生産性向上協会（Association française pour l’





















































































　第 31図表　1971 年 11 月 29 日省令による国家会計審議会の代表者資格の付与





























第 33図表　1992 年末の 3委員会の構成　
委　員　会
管理会計 金融商品 中小企業




会計士・法定会計監査人 4（14.3） 0.0% 12（21.1） 66.7% 6（21.4） 0.0%
企業経理関係者 6（21.4） 83.3% 18（31.6） 100% 1（3.6） 100%
政府機関・組織関係者 6（21.4） 33.3% 18（31.6） 50.0% 11（39.2） 9.1%
民間団体関係者 6（21.4） 33.3% 6（10.5） 33.3% 8（28.6） 25.0%
教育関係者 4（14.3） 75.0% 2（3.5） 100% 1（3.6） 0.0%
その他 2（7.2） 0.0% 1（1.7） 100% 1（3.6） 0.0%
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